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第１章 部活動の現状と課題 

 

１ 部活動の意義 

中学校における部活動は、生徒の自主的・主体的な参加による活動を通じて、達成感の獲

得、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養に資するなど、自主性の育成にも大きな役割を

担っていました。 

また、異年齢との交流で生徒同士、或いは教員と生徒等の人間関係の構築を図ったり、自

己肯定感を高めたりするなど、教育的意義を有するほか、生徒理解や意欲の向上など、学校運

営上の意義もありました。 

 

２ 部活動の課題 

長引く少子化に加え、日本の総人口が減少局面に入り十数年が経過し、各学校においても

部活動数や部員数が大幅に減少しています。 

また、一部の部活動では、顧問である教員に競技等の経験がなく、専門的な指導が難しい

場合があることに加え、生徒の多様なニーズに応じた活動の選択肢が確保できなくなってきて

おり、学校単位で

の部活動の維持

が困難な状況に

なってきています。   

このほか、休日

も含めた部活動

の指導や大会等

への引率、運営へ

の参画が求めら

れており、顧問を

務める教員の時

間外勤務の増大

をはじめとする業

務負担が社会的

な課題となっています。                                          【毎年度５月１日現在】 



【参考：令和６年度（２０２４年度）市立中学校の部活動の加入状況】 

 

３ 国におけるこれまでの取組み 

学校における部活動に関する厳しい状況は、中央教育審議会や国会等においても指摘され

ており、これまでスポーツ庁や文化庁においても、部活動の適正化に向けた改善方法や地域と

の連携・協働への移行の方策が示されてきました。 

 

（１）「運動部（文化部）活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（Ｈ３０．３） 

具体的には、平成３０年(２０１８年)３月にはスポーツ庁、同年１２月には文化庁がそれぞれ策

定した「運動部（文化部）活動の在り方に関する総合的なガイドライン」において、「学校と地域

が連携・融合した形での地域におけるスポーツ（持続可能な芸術文化等の活動を行うための）

環境整備を進める」ことが示されました。 

 

（２）「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校にお

ける働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」（Ｈ３１．１） 

平成３１年(２０１９年)１月に中央教育審議会の「新しい時代の教育に向けた持続可能な学

校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について

（答申）」において、「地域で部活動に代わり得る質の高い活動の機会を確保できる十分な体

制を整える取組を進め、環境を整えた上で、将来的には、部活動を学校単位から地域単位の

取組にし、学校以外が担うことも積極的に進めるべきである」と示されました。 



（３）「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」（Ｒ２．９） 

令和２年(２０２０年)９月には、文部科学省、スポーツ庁及び文化庁から「学校の働き方改革

を踏まえた部活動改革について」が示され、その中で「中央教育審議会の答申や給特法改正

の国会審議において、『部活動を学校単位から地域単位の取組とする』ことが指摘されてい

る。」「今回はその第一歩として、学校の働き方改革も考慮した更なる部活動改革の推進を目

指し、部活動ガイドラインで示した『学校と地域が協働・融合』した部活動の具体的な実現方

法やスケジュールを明示するものである。」とされ、具体的なスケジュールとして、「令和５年度以

降、休日の部活動の段階的な地域移行を図るとともに、休日の部活動の指導を望まない教師

が休日の部活動に従事しないこととする」と示されました。 

 

（４）「運動部活動の地域移行に関する検討会議」（Ｒ３．１０）、「文化部活動の地域移行に関

する検討会議」（Ｒ４．２） 

数次にわたる部活動改革の取組を受けて、スポーツ庁では、令和３年１０月に、文化庁では

令和４年２月に検討会議を設置し、①「新たなスポーツ環境」、「新たな文化芸術等に親しむ環

境」の在り方やその充実方策、②「スポーツ団体等」、「文化芸術団体等」の整備や支援、③

「スポーツ指導者」、「文化芸術等の指導者」の質の確保・量の確保方策、④「スポーツ施設」、

「文化施設」の確保方策、⑤「大会」、「大会・コンクール」の在り方、⑥「会費」や「保険」の在

り方、⑦「学習指導要領など関連諸制度等」の在り方、及び達成時期などについて、多様な視

点から集中的な検討が行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 本市における中学校部活動の地域移行 ~学校部活動から地域部活動へ~ 

 

１ 本市の部活動地域移行の目指す姿 

少子化の中でも将来にわたり、生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができ

る機会を確保することが求められています。 

本市ではここ数年の間においても、既に一部の部活動が廃部や廃部を予定しており、生徒の

スポーツや文化芸術等における活動の選択肢がさらに減少しています。 

こうした中、本市では中学生のスポーツ・文化芸術に親しむ機会を着実に確保していくため

には、学校部活動の教育的意義や役割について継承・発展させつつ、必要性に応じて段階的

に地域移行していくことを基本とします。 

そのため、以下の３点を本市における部活動地域移行の目指す姿として取り組みます。 

 

（１）機会を確保します 

少子化の進展により、中学校の生徒数は大幅に減少する中、将来にわたり本市の子どもた

ちがスポーツや文化芸術等に継続して親しむことができる機会を確保します。 

 

（２）部活動の教育的意義や役割を継承・発展させます 

部活動の教育的意義や役割は、地域単位の部活動においても継承・発展させ、新しい価値

を創出するよう、学校教育関係者等と必要な連携を図りつつ、発達段階やニーズに応じた多様

な活動ができるよう環境を整備します。 

 

（３）スポーツ・文化芸術団体等の組織化と指導者や施設を確保します 

部活動の地域移行は、単に部活動を学校から切り離すものではなく、子どもたちの望ましい

成長を保障できるよう、地域の持続可能で多様なスポーツ環境や文化芸術等に親しむ環境を

一体的に整備し、地域全体で子どもたちが多様なスポーツや文化芸術等の体験機会を確保し

ます。 

そのため、適正なガバナンスを確保したスポーツ団体や文化芸術団体等が組織化され、指

導を希望する教員を含む指導者やふさわしい施設を確保し、適切な活動時間の中で複数種目

から選択した活動に参加するなど、多様な活動を提供します。 

 



２ 本市の部活動改革の方向性 

本市の部活動の運営状況を鑑みれば、今後、これまでと同じような活動を維持することは困

難な状況になることが想定されます。 

こうした中、中学生の視点に立って、スポーツ、文化芸術等に親しむ機会を着実に確保してい

くための改革の方向性として、以下の６点について取組を進めていきます。 

 

（１）令和８年度（２０２６年度）の各種大会等の終了後に完全地域移行に向けて取り組みます 

令和８年度（２０２６年度）の中体連等の大会や各種コンクール、発表会等の後（３年生引退

後）に学校の部活動を一斉（完全）に廃止し、新体制から完全地域移行による活動に取り組み

ます。 

 

（２）既に廃部が決まっている部活動から地域移行を進めます 

廃部する部活動から優先して、また、今後のモデル実施として地域移行に取り組みます。地

域移行後は、市内のどこからでも加入できます。 

既に令和４年度（２０２２年度）の中体連後に廃部したサッカー部を令和５年度（２０２３年

度）から地域移行により活動を継続しています。 

また、令和５年度（２０２３年度）の中体連等後に廃部したサッカー部を令和６年度（２０２４年

度）から地域移行により活動を再開しています。 

この他、令和６年度（２０２４年度）の中体連後に廃部する部活動の地域移行に取り組みま

す。 

 

（３）既に一部の学校だけで活動している部活動の地域移行に取組みます 

柔道部や剣道部、（女子）ソフトボール部など、一部の学校だけで活動している部活動の地

域移行に取り組みます。 

そのため、まずは拠点校方式等により、他の学校からも加入できる学校部活動として運営し、

令和８年度（２０２６年度）からは学校施設等を使用した地域移行に取り組みます。 

 

（４）スポーツ・文化芸術団体等の受け皿（担い手）の確保が出来た種目の地域移行に取り組

みます 

市内のスポーツ・ン文化芸術団体等（個人含む）から地域移行の受け皿を発掘し、既存の



部活動の地域移行に取り組みます。 

そのため、運動部活動では、宝塚市スポーツ協会を窓口としつつもそれぞれ種目ごとの協会

と連携協力しながら指導者や担い手の確保に努め、文化部活動では、様々な文化芸術関係の

連盟や協会に協力を求め、少しでも多くの受け皿（担い手）の確保に努めます。 

 

（５）指導を望む教員の兼職兼業による地域移行に取り組みます 

教員の中には、部活動の地域移行後も引き続き、指導を望む教員がいます。こうした教員に

は、兼職兼業等により、引き続き、地域移行後の部活動の指導ができるよう制度を構築します。 

 

（６）学校外のスポーツ・文化芸術団体との連携により子ども達の選択肢を広げます 

硬式野球や水泳など、もともと学校部活動にはなかった種目や団体についても、生徒の選択

肢の一つとして、様々な活動を紹介します。 

 

３ 活動場所の確保（学校施設の開放） 

現在の部活動を地域に移行し、本基本方針第２章の１の（２）で示す部活動の教育的意義

や役割を継承し、市の部活動ガイドラインに沿って運営する場合は、原則として、活動場所はそ

れまで使用していた学校施設を開放します。（可能な範囲で部室を含む） 

そのため、運動部活動では運動場や体育館の利用調整が出来る仕組みを構築することと、

文化部においては校舎内を使用することから、セキュリティ等の施設管理面の整理を進めます。 

また、活動時間が夜間に及ぶ場合は、現在の学校開放により使用している社会教育団体等

との学校施設の利用について調整できる仕組みを構築します。 

※「部活動のガイドライン」は、地域移行の進捗等に応じて実態に合わせ、適宜、改正する。 

 

４ 地域移行後の運営費（保護者負担等） 

これまでの学校部活動では、学校教育活動の一環として原則無償で実施してきましたが、地

域移行後の地域クラブ活動は学校管理外の活動となるため、運営費は原則として受益者負担

とします。 

地域クラブ活動において受益者負担を求める場合には、保護者の理解を得つつ、活動の維

持・運営に必要な範囲で、可能な限り低廉な会費を設定するよう運営者に求めていきます。 

 



５ 保険の加入 

  学校で児童生徒が加入している独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済給付

は、学校管理下の活動であった学校部活動で発生した怪我や事故を対象としており、学校管

理外である地域クラブ活動では対象とならないため、生徒や指導者が安心して地域クラブ活

動に参加できるよう、別途、スポーツ保険に加入するよう周知します。 

 

６ 推進体制 ～宝塚市部活動地域移行検討協議会～ 

部活動の地域移行を協働により進めるため、社会体育団体や文化芸術団体の代表者、学

校長・部活動顧問の代表者、保護者の代表者等で構成する「宝塚市部活動地域移行検討協

議会」を設置し、具体的に検討を進めます。また、部活動の地域移行の進め方や課題の抽出、

その対応等を検討するためには、保護者、生徒及び教職員の意向を把握する必要があります。

そのため、保護者・生徒、教職員を対象とした意向調査を実施します。 

 

７ 今後のスケジュール 

（１）令和６年度(２０２４年度)の取組 

  ①アンケート調査 

(ｱ)教職員アンケート（７月）・・・地域移行後も指導を望む教職員の把握 

    (ｲ)児童（４~６年生）生徒（１~３年生）及び保護者アンケート（９月） 

  ②スポーツ・文化芸術団体等による受け皿（担い手）の確保 

  ③部活動の実態調査（運営費等含む） 

 

（２）令和７年度(２０２５年度)の取組 

地域移行後も指導を望む教員を中心として、種目によっては拠点校方式も含めて活動を

集約させ、教職員による地域移行の準備段階の活動に取り組む。（地域移行が可能な部活

動は、順次、移行する。） 

 

（３）令和８年度（２０２６年度） 

令和８年度の中体連等の大会や各種コンクール、発表会等の後（３年生引退後）に部活

動を一斉（完全）廃止し、新体制から地域移行による地域クラブ活動を開始する。 

 


